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各年の水害被害額の変遷各年の水害被害額の変遷
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公益事業等
公共土木施設
一般資産等

単位：億円

注1）　各年の水害被害額は、平成７年価格に実質化したものである。
注2）　昭和36年は公益事業等被害については調査されていない。
注3）　グラフ中、各年の上のカッコ書きの数値は、水害被害総額の大きい順(上位５位まで)に付与した数値である。
　　　 また、下の丸囲みの数値は、一般資産等被害額の大きい順(上位５位まで)に付与した数値である。
(出典) 国土交通省「 水害統計」
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現状を反映した
単価と被害率の見直し

〇単価の見直し

〇被害率の見直し
　　床上浸水による家屋･家財･
　　事務所資産の被害率の見直し

(H10内訳：自動車以外1,219万円、自動車270万円）

平成9年 平成10年
考え方 時価 新規取得価格

資料

昭和45年国富調査
×

家庭用品総額伸率
消費伸率

家財簡易評価表
(保険会社作成)

価格 557 1,489

平成9年 平成10年
考え方 時価 新規取得価格
価格 12.8 15.8

家財（万円/世帯）
（１世帯当たり家庭用品所有額）

家屋（万円/m2)
（家屋1m2当たり評価額）
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家屋（万円/m2)
（家屋1m2当たり評価額）

出典：　水害統計

一般資産水害密度の推移(単年度)

一般資産水害被害額(右目盛)

宅地・その他浸水面積(右目盛)
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氾濫域への資産の集中により、
水害密度(単位面積当たりの水害被害額)が増大

氾濫域への資産の集中により、
水害密度(単位面積当たりの水害被害額)が増大
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出典：　水害統計

一般資産水害密度(左目盛)
(＝一般資産水害被害額/
宅地・その他浸水面積)
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都市型水害の頻発 3
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治水の効果は国民生活、社会経済活動の様々な面に及ぶ
その中で水害統計・治水経済調査では直接的被害を中心に計測

治水の効果は国民生活、社会経済活動の様々な面に及ぶ
その中で水害統計・治水経済調査では直接的被害を中心に計測

治水経済調査マニュアル（案）より作成

• 治水による効果は広範に及び、直接的・間接的な洪水氾濫被害防止効果や、治水安
全度の向上に伴う土地利用の高度化等の高度化便益等が挙げられる。

• このうち、現在の水害統計調査では、直接的な浸水被害や、事業所の営業停止被害、
家計・事業所の応急対策等の間接的被害計測について具体的な手法が示されている。

※　青字はマニュアル中で被害率や被害単価等が示されている項目

治
水
の
主
な
効
果
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被害防止便益　　　　　　直接被害　　　　　　一般資産被害　　　　　　　　　　　　　家屋(浸水による家屋等の建物の被害)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　家庭用品(家財・自動車の浸水被害)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所償却資産(事業所償却資産の浸水被害)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所在庫資産(事業所在庫品の浸水被害)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農漁家償却資産(農漁家償却資産の浸水被害)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農漁家在庫資産(農漁家の在庫品の浸水被害)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農産物被害(浸水による農作物の被害)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共土木施設等被害(公共土木施設、公共事業施設、農地等の浸水被害)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人身被害抑止効果
　　　　　　　　　　　　　　　間接被害　　　　　　営業停止被害　　　　　　　　　　　　　家計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所(事業所の生産の停止・停滞)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共・公益サービス(サービスの停止・停滞)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　応急対策費用　　　　　　　　　　　　　家計(事後活動、代替品購入に伴う出費等)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所(家計と同様の被害)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国・ 地方公共団体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交通途絶による波及被害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ライフライン切断による波及被害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業停止波及被害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　精神的被害抑止効果
高度化便益



・ グラフは水害・ 土砂災害・ 火山災害の死者数の合計を示したもの。

・ 死者数は、災害統計(河川局)(昭和21～27)及び警察庁調べ(昭和28～)等による。

・ 治水事業費は実質額(平成７年の治水事業費指数をもとに算出)であり、国補助事業を含む治水事業費　
　の合計額(ただし、　昭和21年～34年については、統計資料の都合により、自治体単費等による治水事業
　費をあわせて算出)

作成：河川局防災課災害対策室(平成１３年９月)

風水害の人的被害は着実に減少風水害の人的被害は着実に減少
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昭和20年 昭和40年 昭和60年



近年の少雨化により河川流量が低下し、ダムの実力が低下近年の少雨化により河川流量が低下し、ダムの実力が低下
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近年1/10における供給可能水量の算出（イメージ図）近年1/10における供給可能水量の算出（イメージ図）

ダム（貯水池）

計 画 時計 画 時 近年1/10の年近年1/10の年

水
量

水
量

正常流量

１年間 １年間

計画時の

河川流量
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計
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ム
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量
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年
1
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給
可
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水
量

正常流量
近年1/10の

年の河川流量

近年1/10の

年の河川流量

計画時の

河川流量

計画時の

河川流量

近年の少雨化に

よる河川流量の低下

近年の少雨化に

よる河川流量の低下

注：　　　のゾーンの面積は等しいものとする。 ※近年の少雨傾向により河川流量が減少したことで、同じダムから同量の
補給水を受けても安定的に取水できる水量は目減りする。
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